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 １．都市農家の土地保有状況について 
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資料：全国農業会議所「都市農地等の利用状況等調査結果（平成21年）」 
注 ：三大都市圏の特定市及び三大都市圏以外の政令指定都市の市街化区域内に農地を所有し、今後も農業経営の継続が確実と見込まれる農業者であって、 
   認定農業者、農業経営者組織の会員、表彰事業受賞者、指導農業士等であるものを対象に調査（販売額の１位又は２位が畜産・酪農である経営を除く）。 
   回答551経営。なお、農地の保有面積は、経営農地の面積から借入農地の面積を除いて算出。 
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○都市農家の土地保有状況 

回
答
者
の
う
ち 

保
有
す
る
者
の
割
合 

全回答者の平均 
保有面積：2,736㎡ 

全回答者の平均 
保有面積：826㎡ 



 ２．都市農業に係る税負担について 
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区 分  
市街化区域外 

の農地 
（一般農地） 

市街化区域内の農地 市街化区域内の宅地等 

生産緑地 
（農地） 

宅地化農地 

住宅用地 
農 業 用 
施設用地 

宅地介在 
山林 

生産緑地 
（農業用 

  施設用地） 一般市町村 
三大都市圏 

特定市 

土地利用 
の規制 

・権利移動には許可
が必要 

 
・市街化調整区域内
は開発を抑制 

 
・転用は許可が必要 

・権利移動には許
可が必要 

 
・30年間、農業用施
設以外の建築を
制限 

・権利移動には許
可が必要 

 
・転用は届出によ
り自由 

・権利移動には許可
が必要 

 
・転用は届出により
自由 

特になし  特になし 特になし 
・30年間、農業用
施設以外の建築
を制限 

固定資産税 

農地評価 
 
 
 
 
 
 
農地課税 

農地評価 
 
 
 
 
 
 
農地課税 

宅地並み評価 
 特例あり 
 →評価額×1/3 
 
 
 
 
農地に準じた課
税 

宅地並み評価 
 特例あり 
 →評価額×1/3 
 
 
 
 
宅地並み課税 

宅地評価 
 特例あり 
 200㎡以下の部分 
 →評価額×1/6 
 200㎡超の部分  
 →評価額×1/3 
 
宅地課税 

宅地評価 
 特例なし 
 
 
 
 
 
宅地課税 

宅地評価 
 特例なし 
 
 
 
 
 
宅地課税 

農地評価 
（農地＋造成費） 

 
 
 
 
 
宅地課税 

相続税 

・農地評価 
 
・農地として終身利
用することを条件に
納税猶予の適用あ
り（規模拡大等に資
する貸付けであれ
ば自作せずとも適
用可） 

・宅地並みの評価
額に対し、建築
制限の残年数に
より3.5～0.5割の
評価減 

 
・自らが終身営農
することを条件に
納税猶予の適用
あり 

・宅地並みの評
価額 

 
・自らが20年間
営農継続する
ことを条件に
納税猶予の適
用あり 

・宅地並みの評価
額 

 
・納税猶予の適用
なし 

宅地評価 宅地評価 宅地並みの評
価額 

宅地並みの評価
額に対し、建築制
限の残年数によ
り3.5～0.5割の評
価減 

４ 
 
 

（１）都市農業に係る主な税制等（未定稿） 

小規模宅地等の評価減の
特例を適用可能 
・居住用240㎡まで8割減 
・事業用400㎡まで8割減 
・アパート等200㎡まで5割減 
(空枠の範囲内で組合せ可)  

注：１ 宅地並み評価とは、類似宅地の価額を基準として求めた価格から造成費相当額を控除したものである。 
  ２ 固定資産税の農地課税、農地に準じた課税では、課税標準額を前年度から最大10％増の上昇までに抑制し、緩やかに是正する負担調整措置が講じ

られている。 
  ３ 固定資産税の宅地課税では、課税標準額を前年度から評価額×1/6×５％増の上昇等に抑制し、緩やかに是正する負担調整措置が講じられている。 



参考：都市のみどりに関する主な税制 

制度 制度概要 固定資産税・都市計画税 相続税 

 
市民緑地 

雑木林・屋敷林などの緑地の所
有者や人工地盤・建築物などの
緑化を行う事業者と地方公共団
体等が契約を結び、緑地や緑化
施設を地域の人々の利用に公開
する。 

非課税（地方公共団体
に無償貸し付けの場合） 

２割評価減 
（契約期間２０年以上などの条件を
満たす場合） 

 
特別緑地保全地区 
（近郊緑地特別保
全地区を含む） 

良好な自然環境を形成している
緑地について木竹の伐採、建築
行為、土地の形質の改変など一
定の行為を許可制とし、緑地を現
状凍結的に保全する。 

最高１/２の評価減（管理
協定を締結し地方公共
団体に無償貸し付けの
場合、非課税） 

・山林、原野については８割評価減 
（管理協定と併用すればさらに２割
評価減） 
・延納利子税の利率を、課税相続財
産の価額に占める不動産等の価額
が割合が、50%以上の場合：3.6%、
50%未満の場合：4.2% とする。 

 
管理協定 
 

特別緑地保全地区等において、
地方公共団体等が土地所有者と
協定を結び、土地所有者に代
わって緑地の管理を行う。 

非課税（地方公共団体
に無償貸し付けの場合） 

管理協定区域が特別緑地保全地区
内において定められた場合は、特別
緑地保全地区としての評価減に加
え更に２割評価減 
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（２）都市部における相続の事例 

出典：東京都産業労働局農林水産部 
   「平成20年度都市農業実態調査 
    都市農業経営における相続実態調査結果報告書」 
    （調査･分析・編集 東京都農業会議） 



                    

                    

                    

              

                    

                    

    

    

                    

    

                    

                    

                    

              

                    

                    

    

    

                    

    

相続前 相続後 

事例① 宅地化農地の売却により納税資金を確保した例 

雑種地 

生産緑地 

宅地化農地 

自宅 

生産緑地のうち 
1,700㎡で納税 
猶予を適用 
（1億2000万円の 
猶予） 

    

アパート・貸家 

  自宅用地、分家住宅用地 2,000㎡ 
  アパート・貸家用地   1,000㎡ 
  雑種地         2,000㎡ 

  農地 4,200㎡ 
  他に配偶者名義で2,500㎡ 

相続により取得した財産の合計額 9億2700万円 

法定相続分に基づく相続税の総額（①） 2億5000万円 

配偶者の税額軽減額等（②） 1300万円 

農地にかかる納税猶予税額（③） 1億2000万円 

納付すべき税額（①-（②＋③）） 1億1700万円 

※ 相続人は、配偶者と子４人の計５人であった。 

雑種地 

生産緑地 

宅地化農地 

自宅 

アパート・貸家 

  自宅用地、分家住宅用地 2,000㎡ 
  アパート・貸家用地   1,250㎡ 
  雑種地         2,000㎡ 

宅地化農地のうち 
250㎡を貸店舗用 
地に転用。 

宅地化農地のうち450㎡を 
1億3000万円で売却し、 
相続税の納付に充てた。 

  果樹栽培（なし、ぶどう） 
  直売中心 

分家住宅・アパート 
（子名義） 

分家住宅・アパート 
（子名義） 

  農地 3,500㎡ 
  他に配偶者名義で2,500㎡ 
  （700㎡減少） 
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相続前 相続後 

事例② 農地面積を維持しつつ納税資金を確保した例 

雑種地 

生産緑地 

宅地化農地 

自宅 

アパート・貸家・貸店舗 

  自宅用地          2,600㎡ 
  アパート・貸家・貸店舗用地 5,300㎡ 
  雑種地            350㎡ 

  農地 5,500㎡ 

相続により取得した財産の合計額 13億3400万円 

法定相続分に基づく相続税の総額（①） 4億4000万円 

配偶者の税額軽減額等（②） 2億2000万円 

農地にかかる納税猶予税額（③） 1億2400万円 

納付すべき税額（①-（②＋③）） 9600万円 

※ 相続人は、配偶者と子４人の計５人であった。 

アパート・貸家・貸店舗用地のうち460㎡、 
雑種地のうち160㎡を売却し、相続税の納付に充てた。 

雑種地 

生産緑地 

宅地化農地 

自宅 

アパート・貸家・貸店舗 

  自宅用地          2,600㎡ 
  アパート・貸家・貸店舗用地 4,840㎡ 
  雑種地            190㎡ 

  農地 5,500㎡ 
  （増減なし） 

生産緑地のすべて（5,200㎡）で納税猶予を適用 
（1億2400万円の猶予） 

  野菜直売 

〔直売所等としても利用〕 〔直売所等としても利用〕 
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相続前 相続後 
事例③ 生産緑地等の売却により納税資金を確保した例 

生産緑地 

  自宅用地、分家住宅用地 3,550㎡ 
  アパート・貸家用地   2,800㎡ 
  山林等         14,500㎡ 

相続により取得した財産の合計額 34億8400万円 

法定相続分に基づく相続税の総額（①） 17億6500万円 

配偶者の税額軽減額等（②） 8億8300万円 

農地にかかる納税猶予税額（③） 4億9900万円 

納付すべき税額（①-（②＋③）） 3億8300万円 

※ 相続人は、配偶者と子５人の計６人であった。 

自宅 

  農地 15,500㎡ 

分家住宅 
アパート・貸家 

山林等 

生産緑地 

  自宅用地、分家住宅用地 3,550㎡ 
  アパート・貸家用地   2,800㎡ 
  山林等         10,100㎡ 

自宅 

分家住宅 
アパート・貸家 

山林等 

宅地化 

生産緑地（10,500㎡）で納税猶予を適用 
（4億9900万円の猶予） 

山林のうち4,400㎡、生産 
緑地のうち3,300㎡を売却し、 
相続税の納付に充てた。 

約10年後に配偶者の死亡 
による相続が発生した際 
に売却（1,700㎡）し、収入 
の一部を相続税の納付に 
充てた。 

  野菜＋果樹（りんご、ブルーベリー） 
  直売中心 

 農地 10,500㎡ 
 （計5,000㎡減少） 
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